
平成18年３月期 個別財務諸表の概要 平成18年５月10日

福井コンピュータ株式会社 上場取引所 東証第二部

９７９０ 本社所在都道府県 福井県

（ URL　http://www.fukuicompu.co.jp/ ）

役職名 氏名

役職名 氏名 ＴＥＬ　(0776)-53-9200 (代)

決算取締役会開催日 平成18年５月10日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年６月26日 定時株主総会開催日 平成18年６月24日

単元株制度採用の有無 有（１単元 500株）

1. 平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

（1）経営成績 （百万円未満切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 （ ） （ ） （ ）

17年３月期 （ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 （ ） －

17年３月期 （ ） －

(注) 1．期中平均株式数 18年３月期 株 17年３月期 株

　　 2．会計処理の方法の変更 無

　　 3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（2）配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期

17年３月期

（3）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期

17年３月期

(注) 1．期末発行済株式数 18年３月期 株 17年３月期 株

　　 2．期末自己株式数 18年３月期 株 17年３月期 株

2. 平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期

通　期

(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期） 円 銭

※  業績予想につきましては、現時点において入手可能な情報及び仮定を前提としております。実際の業績は、今後

　  様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

　  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料５ページの「次期の見通し」をご参照ください。
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（注）平成18年５月１日をもって、１単元の株式数を500株から100株に引き下げしております。
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６．個別財務諸表等

(1) 貸借対照表

注記
番号

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

1. 現金及び預金 1,980 2,072

2. 受取手形 186 211

3. 売掛金 993 990

4. 商品 12 14

5. 製品 25 19

6. 仕掛品 27 5

7. 貯蔵品 18 52

8. 前払費用 71 51

9. 繰延税金資産 70 103

10. 未収入金 3 9

11. その他 4 2

貸倒引当金 △ 10 △ 10

　 流動資産合計 3,383 38.4 3,522 37.9 139

Ⅱ 固定資産

(1) 有形固定資産

1. 建物 3,848 3,874

減価償却累計額 1,540 2,307 1,669 2,205

2. 構築物 348 348

減価償却累計額 237 110 252 95

3. 工具器具及び備品 716 634

減価償却累計額 593 122 531 103

4. 土地 992 993

5. その他 16 16

減価償却累計額 15 1 15 1

　　有形固定資産合計 3,534 40.1 3,399 36.6 △ 134

(2) 無形固定資産

1. 電話加入権 2 2

2. 水道施設利用権 17 14

3. 特許権 5 4

4. ソフトウェア 131 137

　　無形固定資産合計 156 1.8 159 1.7 2

(3) 投資その他の資産

1. 投資有価証券 1,193 1,521

2. 関係会社出資金 54 153

3. 出資金 0 －

4. 破産更生債権等 19 15

5. 長期前払費用 13 9

6. 差入保証金 345 353

7. 会員権 3 －

8. 保険積立金 119 84

9. その他 － 79

貸倒引当金 △ 19 △ 13

　　投資その他の資産合計 1,729 19.7 2,204 23.8 474

　 固定資産合計 5,421 61.6 5,763 62.1 341

　資産合計 8,804 100.0 9,285 100.0 480

(平成17年３月31日)

金額 (百万円)
構成比
(％)

対前年比

増減
(百万円)

区分

当事業年度
(平成18年３月31日)

金額 (百万円)
構成比
(％)

前事業年度

－ 25 －



注記
番号

（負債の部）
Ⅰ 流動負債
1. 支払手形 8 1
2. 買掛金 38 48
3. 短期借入金 908 600

4.
１年内返済予定長期借
入金

68 50

5. 未払金 198 247
6. 未払費用 251 298
7. 未払法人税等 177 335
8. 未払消費税等 43 48
9. 前受金 790 823

10. 預り金 29 36
11. 賞与引当金 191 193
12. その他 2 1
　 流動負債合計 2,709 30.7 2,686 28.9 △ 23

Ⅱ 固定負債
1. 長期借入金 50 －
2. 繰延税金負債 258 250
3. 未払役員退職慰労金 145 145

　 固定負債合計 453 5.2 395 4.3 △ 57

　負債合計 3,163 35.9 3,082 33.2 △ 81

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※1 1,631 18.5 1,631 17.6 －

Ⅱ 資本剰余金

1. 資本準備金 2,861 2,861
　 資本剰余金合計 2,861 32.5 2,861 30.8 －

Ⅲ 利益剰余金

1. 利益準備金 61 61
2. 任意積立金

350 650
610 484

当期未処分利益 432 716

　 利益剰余金合計 1,454 16.5 1,913 20.6 458

Ⅳ その他有価証券評価差額金 56 0.7 162 1.7 105

Ⅴ 自己株式 ※2 △ 363 △ 4.1 △ 365 △ 3.9 △ 1

　資本合計 5,641 64.1 6,203 66.8 562

　負債資本合計 8,804 100.0 9,285 100.0 480

対前年比

増減
(百万円)

区分

当事業年度
(平成18年３月31日)

金額 (百万円)
構成比
(％)

前事業年度

3.

(平成17年３月31日)

金額 (百万円)
構成比
(％)

 （1）別途積立金
 （2）プログラム準備金

－ 26 －



(2) 損益計算書

注記
番号

Ⅰ 売上高

1. 製品売上高 5,884 6,700

2. 商品売上高 340 6,224 100.0 274 6,975 100.0 750

Ⅱ 売上原価

(1) 製品売上原価

1. 製品期首たな卸高 27 25

2. 当期製品製造原価 907 1,090

3. ソフトウェア償却費 40 103

小計 975 1,220

4. 製品期末たな卸高 25 19

　　製品売上原価 949 1,200

(2) 商品売上原価

1. 商品期首たな卸高 35 12

2. 当期商品仕入高 298 264

小計 334 277

3. 他勘定振替高 ※1 37 38

4. 商品期末たな卸高 12 14

　　商品売上原価 284 1,233 19.8 224 1,425 20.4 191

売上総利益 4,990 80.2 5,550 79.6 559

Ⅲ 販管費及び一般管理費

1. 広告宣伝費 52 64

2. 販売促進費 160 209

3. 役員報酬 171 226

4. 給与手当 1,242 1,268

5. 賞与 97 121

6. 賞与引当金繰入額 133 143

7. 退職給付費用 39 38

8. 福利厚生費 211 223

9. 旅費交通費 256 297

10. 減価償却費 147 123

11. 賃借料 384 371

12. 貸倒引当金繰入額 6 6

13. 研究開発費 ※3 496 599

14. その他 754 4,155 66.8 821 4,516 64.8 360

835 13.4 1,033 14.8 198

対前年比

増減
(百万円)

区分

当事業年度

至　平成18年３月31日)

金額 (百万円)
百分比
(％)

前事業年度

営業利益

(自　平成16年４月１日　 (自　平成17年４月１日　
至　平成17年３月31日)

金額 (百万円)
百分比
(％)

－ 27 －



注記
番号

Ⅳ 営業外収益

1. 受取利息 0 0

2. 有価証券利息 10 16

3. 受取配当金 － 9

4. 投資有価証券売却益 － 11

5. 保険金収入 26 9

6. 受取手数料 4 －

7. 投資事業組合収益 15 9

8. その他 8 65 1.0 20 79 1.1 13

Ｖ 営業外費用

1. 支払利息 15 9

2. 支払手数料 － 25

3. その他 2 17 0.2 1 37 0.5 19

882 14.2 1,075 15.4 193

Ⅵ 特別損失

1. 固定資産除却損 ※2 10 13

2. 会員権評価損 8 －

3. 電話加入権評価損 2 －

4. 減損損失 ※4 67 －

5. 役員退職慰労金 ※5 145 233 3.8 － 13 0.2 △ 220

648 10.4 1,061 15.2 413

403 531

法人税等調整額 △ 79 323 5.2 △ 112 419 6.0 95

325 5.2 642 9.2 317

前期繰越利益 107 74 △ 33

432 716 284

(自　平成17年４月１日　
至　平成17年３月31日)

金額 (百万円)
百分比
(％)

百分比

対前年比

増減
(百万円)

区分

当事業年度

至　平成18年３月31日)

金額 (百万円)
(％)

前事業年度

(自　平成16年４月１日　

経常利益

当期純利益

当期未処分利益

税引前当期純利益

法人税、住民税
及び事業税

－ 28 －



(3) 利益処分案

注記
番号

Ⅰ 当期未処分利益 432 716 284

Ⅱ 任意積立金取崩額

1. プログラム準備金取崩額 125 125 123 123 △ 1

　合計 558 840 282

Ⅲ 利益処分額

1. 配当金 164 265

2. 役員賞与金 20 50

（うち監査役賞与金） ( 0 ) ( 0 )

3. 任意積立金

(1) 別途積立金 300 484 400 715 231

Ⅳ 次期繰越利益 74 125 51

増減
(百万円)

前事業年度
(平成17年３月期)

金額 (百万円)

当事業年度
(平成18年３月期)

金額 (百万円)

(注)　プログラム準備金の取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。なお、当該金額は、
     税効果会計適用後の金額となっております。

区分

対前年比

－ 29 －



重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価 その他有価証券 その他有価証券

　方法 時価のあるもの 時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法 同左

　（評価差額は全部資本直入法により
　　処理し、売却原価は移動平均法に
　　より算定）

時価のないもの 時価のないもの

　移動平均法による原価法 同左

  なお、投資事業有限責任組合及びこ
れに類する組合への出資（証券取引法
第２条第２項により有価証券とみなさ
れるもの）については、組合契約に規
定される決算報告日に応じて入手可能
な 近の決算書を基礎とし、持分相当
額を純額で取り込む方法によっており
ます。

２．デリバティブの評価基準及び デリバティブ デリバティブ

　評価方法 時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及び評 (1) 商品 (1) 商品

　価方法 総平均法による原価法 同左

(2) 製品 (2) 製品

総平均法による原価法 同左

(3) 仕掛品 (3) 仕掛品

個別法による原価法 同左

(4) 貯蔵品 (4) 貯蔵品

総平均法による原価法 同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

定率法 同左

　なお、主な耐用年数は、以下のとお
りであります。

　　建物 　　　　　 　８年～50年

　　構築物　　　　　  10年～30年

　　工具器具及び備品　３年～10年

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

 ① 市場販売目的のソフトウェア  ① 市場販売目的のソフトウェア

同左

 ② 自社利用のソフトウェア  ② 自社利用のソフトウェア

同左

 ③ その他の無形固定資産  ③ その他の無形固定資産

　定額法（耐用年数15年） 同左

項目

前事業年度

(自　平成16年４月１日　
至　平成17年３月31日)

　社内における利用可能期間（５年）
　に基づく定額法

当事業年度

(自　平成17年４月１日　
至　平成18年３月31日)

　販売見込み本数に基づく減価償却
　（見込有効年数 長３年）

－ 30 －



５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法

７．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

 ① ヘッジ手段 同左

　金利スワップ

 ② ヘッジ対象

　借入金利息

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のための (1) 消費税等の会計処理方法 (1) 消費税等の会計処理方法

　基本となる重要な事項 同左

当事業年度

(自　平成17年４月１日　
至　平成18年３月31日)

  債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。

  従業員の賞与の支給に備えるため、
将来の支給見込額を計上しておりま
す。

項目

前事業年度

(自　平成16年４月１日　
至　平成17年３月31日)

　消費税等の会計処理は、税抜方式を
採用しております。

　金利スワップの特例処理の要件を満
たしており、有効性の評価は省略して
おります。

同左　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

　金利スワップについて特例処理の要
件を満たしている場合には特例処理を
採用しております。

　借入金の金利変動リスクを回避する
目的で金利スワップを行っておりま
す。

－ 31 －



会計処理方法の変更

（固定資産の減損に係る会計基準）

表示方法の変更

（貸借対照表） （貸借対照表）

（損益計算書）

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に
係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会
平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成
15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度
に係る財務諸表から適用できることになったことに伴
い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用し
ております。これにより税引前当期純利益は67百万円減
少しております。
　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表
規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

(自　平成17年４月１日　
至　平成17年３月31日) 至　平成18年３月31日)
(自　平成16年４月１日　

  なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる当該
出資の額は417百万円であり、前事業年度における投資そ
の他の資産の「出資金」に含まれている当該出資の額は
457百万円であります。

前事業年度 当事業年度

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法
律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12
月１日より適用となること及び「金融商品会計に関する
実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２
月15日付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資
事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券
取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）
を投資有価証券として表示する方法に変更しました。

前事業年度

(自　平成16年４月１日　
至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日　
至　平成18年３月31日)

  前事業年度まで区分掲記しておりました「受取手数
料」は、金額的重要性が乏しくなったため、営業外収益
の「その他」に含めて表示しております。
  なお、当事業年度の「その他」に含まれている「受取
手数料」は、４百万円であります。

  「受取配当金」は、前事業年度まで営業外収益の「そ
の他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の総
額の100分の10を超えたため区分掲記しました。
  なお、前事業年度における「受取配当金」の金額は２
百万円であります。

  「投資有価証券売却益」は、前事業年度まで営業外収
益の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外
収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。
  なお、前事業年度における「投資有価証券売却益」の
金額は１百万円であります。

  前事業年度まで区分掲記しておりました「出資金」及
び「会員権」は、金額的重要性が乏しくなったため、投
資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま
す。
  なお、当事業年度の「その他」に含まれている「出資
金」は０百万円、「会員権」は１百万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

※１． 授権株式数　　　 普通株式 30,000,000 株 ※１． 授権株式数　　　 普通株式 30,000,000 株

発行済株式総数　 普通株式 13,295,000 株 発行済株式総数　 普通株式 13,295,000 株

※２． 自己株式 ※２． 自己株式

  ３． 配当制限   ３． 配当制限

（損益計算書関係）

※１． ※１．

※２． 　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※２． 　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　工具器具及び備品 10 百万円 　工具器具及び備品 13 百万円

  建物附属設備 0 百万円

10 百万円

※３． ※３．

496 百万円 599 百万円

※４．

※５．   平成17年３月31日開催の取締役会において、第26
回定時株主総会（平成17年６月25日）の終結の時を
もって、役員退職慰労金制度を廃止し、今後退職慰
労金を支給しないことを決議いたしました。また、
これに伴う在任期間中にかかる慰労金として、在任
中の全取締役及び全監査役に対し一定の基準に基づ
く金額を支給する旨も決議いたしました。
  その結果、当該支給金額145百万円を「役員退職
慰労金」として計上しております。

　一般管理費に含まれる研究開発費 　一般管理費に含まれる研究開発費

　当事業年度において、当社は以下の遊休資産につ
いて減損損失を計上しております。

    場所        用途    種類   減損損失

福井県福井市  遊休資産  土地　 67百万円 

　当社は、資産を事業用資産（販売拠点別）、共用
資産（本社、ウィン・ラボラトリ）及び遊休資産に
グルーピングしております。上記の土地は、帳簿価
額に比し市場価格が著しく下落していることから、
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失(67百万円)として特別損失に計上いたしま
した。
　なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に
より測定しており、路線価による相続税評価額等を
基礎とした指標により評価しております。

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時
価を付したことにより増加した純資産額は55百万円
であります。

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時
価を付したことにより増加した純資産額は161百万
円であります。

　商品売上原価の他勘定振替高の主なものは、工具
器具及び備品または消耗品費への振替であります。

　商品売上原価の他勘定振替高の主なものは、工具
器具及び備品または消耗品費への振替であります。

至　平成17年３月31日)
(自　平成16年４月１日　 (自　平成17年４月１日　

前事業年度

当事業年度
(平成18年３月31日)

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度

至　平成18年３月31日)

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式
663,750株であります。

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式
662,000株であります。
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① リース取引

１． １．

　記載すべき事項はありません。 　記載すべき事項はありません。

２． 　オペレーティング・リース取引 ２． 　オペレーティング・リース取引

　未経過リース料 　未経過リース料

　　　　１年内 4 百万円 　　　　１年内 5 百万円

　　　　１年超 11 　　　　１年超 9

　　　　　　　　　　計 15 　　　　　　　　　　計 14

② 有価証券

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

  前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日
  至 平成18年３月31日）

前事業年度 当事業年度

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ
るもの以外のファイナンス・リース取引

(自　平成16年４月１日　 (自　平成17年４月１日　
至　平成17年３月31日) 至　平成18年３月31日)
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③ 税効果会計

繰延税金資産（流動） （百万円） 繰延税金資産（流動） （百万円）

賞与引当金 77 賞与引当金 78

未払賞与 40 未払賞与 51

未払事業税 16 未払事業税 28

その他 19 その他 29

繰延税金資産（流動）計 154 繰延税金資産（流動）計 187

繰延税金負債（流動） 繰延税金負債（流動）

プログラム準備金 △ 84 プログラム準備金 △ 84

繰延税金負債（流動）計 △ 84 繰延税金負債（流動）計 △ 84

繰延税金資産（流動）の純額 70 繰延税金資産（流動）の純額 103

繰延税金資産（固定） 繰延税金資産（固定）

会員権評価損 29 会員権評価損 12

ソフトウエア償却額 19 ソフトウエア償却額 13

電話加入権評価損 12 電話加入権評価損 12

減損損失 27 減損損失 27

役員退職慰労金 58 役員退職慰労金 58

その他 15 その他 16

繰延税金資産（固定）小計 162 繰延税金資産（固定）小計 141

評価性引当額 △ 138 評価性引当額 △ 121

繰延税金資産（固定）合計 24 繰延税金資産（固定）合計 19

繰延税金負債（固定） 繰延税金負債（固定）

プログラム準備金 △ 244 プログラム準備金 △ 160

その他有価証券評価差額金 △ 38 その他有価証券評価差額金 △ 110

繰延税金負債（固定）計 △ 283 繰延税金負債（固定）計 △ 270

繰延税金負債（固定）の純額 △ 258 繰延税金負債（固定）の純額 △ 250

法定実効税率 40.44（％） 法定実効税率 40.44（％）

（調整） （調整）

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

2.12
交際費等永久に損金に算入されな
い項目

2.09

住民税均等割 5.88 住民税均等割 3.60

試験研究費の特別税額控除 △ 8.64 試験研究費の特別税額控除 △ 5.83

評価性引当額 10.00 評価性引当額 △ 1.58

その他 0.08 その他 0.77

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.88 税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.49

1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
  の内訳

1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
  の内訳

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

2． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
  との差異の原因となった主な項目別の内訳

2． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
  との差異の原因となった主な項目別の内訳
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 円 円

１株当たり当期純利益金額 円 円

(注)　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当期純利益 （百万円） 325 642

普通株主に帰属しない金額 （百万円） 20 50

（うち利益処分による役員賞与金）（百万円） （ 20 ） (      50 )

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 305 592

期中平均株式数（千株） 12,831 12,632

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

当事業年度

(自　平成17年４月１日　
至　平成18年３月31日)

前事業年度

(自　平成16年４月１日　
至　平成17年３月31日)

487.18

46.91

前事業年度 当事業年度

444.99

23.78

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載
しておりません。

至　平成17年３月31日) 至　平成18年３月31日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

　旧商法第210条ノ２の規定に基づ
き、ストックオプション（自己株式
取得方式）を付与しております。そ
の内容は、次のとおりであります。

平成12年 6月29日定時株主総会決議
　株式の種類　　普通株式
　株式の数　　　 167千株

前事業年度 当事業年度

(自　平成16年４月１日　 (自　平成17年４月１日　

(自　平成16年４月１日　 (自　平成17年４月１日　
至　平成17年３月31日) 至　平成18年３月31日)
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７．役員の異動

該当事項はありません。
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